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日 時  令和３年９月９日（木）１５時４０分～１８時１０分 

出席者  ４６名（定足数３２名） 

 

議     事 

 

【 協議事項 】 

１．法学研究科教授会へのオブザーバー出席について 

研究科長から、令和３年８月２６日以降、法学研究科教授会へオブザーバーとして１名出席するこ

とについて提案があり、協議の結果、承認した。 

２．助教の労働契約期間更新について 

研究科長から、助教の労働契約期間更新について、資料に基づき説明があった後、投票を行い、有

効投票の過半数をもって、承認した。 

 ３．２０２１年度９月期 博士後期課程の論文審査及び修了の認定について 

   教務委員会委員長から、２０２１年度９月期 博士後期課程の論文審査及び修了の認定について、

資料に基づき説明があり、また、指導教員（審査委員主査）からそれぞれ審査報告があった後、投票

を行い、有効投票の３分の２以上の多数をもって、修了認定及び学位授与を決定した。また、学位記

受領代表者について、決定した。 

４．論文博士の学位論文の審査について 

   研究科長から、論文博士の学位論文の審査について、説明があり、また、審査委員から資料に基づ

き審査報告があった後、投票を行い、有効投票の３分の２以上の多数をもって、学位授与を決定した。 

 ５．学生の異動について 

    教務委員会委員長から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

６．２０２１年度授業科目の変更について 

    教務委員会委員長から、２０２１年度授業科目の変更について、資料に基づき説明があり、協議の

結果、承認した。 

 ７．研究指導及び研究演習の単位認定（２０２１年度春・夏学期）について 

    教務委員会委員長から、研究指導及び研究演習の単位認定（２０２１年度春・夏学期）について、

資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ８．２０２２年度法学研究科博士後期課程学生募集要項について 

    教務委員会委員長から、２０２２年度法学研究科博士後期課程学生募集要項について、資料に基づ

き説明があり、協議の結果、承認した。 

 ９．２０２１年度大学院法学研究科博士前期課程科目等履修生入学試験の合格者判定について 

    教務委員会委員長から、２０２１年度大学院法学研究科博士前期課程科目等履修生入学試験の合格

者判定について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

10．２０２２年度研究生出願要項について 

    教務委員長から、２０２２年度研究生出願要項について、資料に基づき説明があり、協議の結果、

承認した。 

 11．招へい研究員の受入れについて 

研究科長から、招へい研究員の受入れについて、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 

【 報告事項 】 

１．部局長会議（７／２１） 

２．教育研究評議会（７／２１、臨時８／２０） 



３．人文社会科学系戦略会議（７／１４） 

４．教育課程委員会（７／９） 

５．学生生活委員会（７／１４） 

６．国際交流委員会（７／２７） 

７．男女協働推進センター会議（９／１） 

８．法学研究科運営委員会（９／２） 

研究科長から、部局長会議及び法学研究科運営委員会に関して、特に必要事項について、報告があ

った。 

９．教務委員会（６／１７） 

教務委員会委員長（一部研究科長）から、以下事項について、資料に基づき報告があった。 

・２０２２年度大学院入試スケジュール及び追試験にかかる対応（海外から入国できない者への対

応等）について 

・２０２１年度３月期修了者に係る博士論文審査日程について 

・次世代研究者挑戦的研究プログラムについて 

・２０２２年度大学院博士前期課程入学試験の実施について 

・２０２２年度大阪大学大学院副専攻プログラム（マルチリンガルエキスパート養成プログラム）

の提案書等について 

 10．室員の交代等について 

研究科長から、理事・副学長就任に伴う室員の交代等について、報告があった。 

11．教員の退職に係る承認手続きについて 

    人事委員長から、今後の教員の退職に係る承認手続きについて、報告があった。 

12．ローライブラリーのレイアウト変更及び資料整理について 

    資料室長から、ローライブラリーのレイアウト変更及び資料整理について、報告があった。 

13．施設マネジメント室からの報告について 

    施設マネジメント室長から、理事・副学長就任後における研究室等の取扱いについて、報告があっ

た。 

14．その他 

（１）教員の海外渡航について 

   研究科長から、今回は該当がない旨報告があった。 

 

 

 

 


